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はじめに 
 
  いよいよ平成 15年（2003年。以下西暦で表記する。）12月から、関東・近畿・中京の三
大広域圏で地上デジタルテレビジョン放送（以下「デジタル放送」という。）が開始される。

その他の地域でも、2006年末までにデジタル放送が開始され、2011年には、地上アナログ
テレビジョン放送（以下「アナログ放送」という。）が停止される計画となっている。周波

数が逼迫する中で、現行のアナログ放送を継続しながらデジタル放送用の周波数を確保す

るために、一部の地域で、現行のアナログ放送用周波数を別のアナログ放送用周波数に移

す「アナログ周波数変更」（以下「アナ・アナ変更」という。巻末 資料１参照）が必要に
なる。アナ・アナ変更対策は、電波のより能率的な利用を可能とするデジタル放送への早

期移行に必要な対策であることから、2001年の電波法改正によって、その費用を電波利用
料で賄うことが決められた。電波利用料は、無線局区分ごとに定められた金額を無線局の

免許人から徴収し、電波監視や免許事務の効率化といった電波利用共益費に充てられてい

る。しかし、当初は、727億円と見積もられていたアナ・アナ変更対策費が、2002年 7月
に 1800億円に増加することが判明したことをきっかけに、その費用負担のあり方が問題と
なっている。 
  本稿では、地上放送デジタル化の費用のうち、主にデジタル放送用の周波数を確保する
ためのアナ・アナ変更対策費の負担のあり方をみていく。まず、1990年代半ば以降に打ち
出された地上放送デジタル化政策を概観し、アナ・アナ変更対策費が電波利用料によって

賄われることになった経緯を振り返る。次に、電波利用料制度の創設時以来の議論を整理

する。これらを踏まえ、第 156 回国会で審議される予定となっている電波利用料額の見直
し案を検討し、今後の課題を探ることにしたい。最後に放送事業者の自己負担であるデジ

タル化費用について触れ、デジタル化の費用負担が、地方民間放送事業者（以下「ローカ

ル局」という。）に与える影響を中心に問題点を整理する。 
 

Ⅰ 地上放送デジタル化政策の経緯  

 １ 地上放送デジタル化の基本的な枠組み 
  地上放送のデジタル化の方針は、1990年代半ばから、光ファイバー網の全国整備構想な
どとともに、情報通信高度化政策の一環として電気通信審議会答申という形をとって打ち

出されてきた１。 
  1995年 3月「マルチメディア時代における放送の在り方に関する懇談会」の最終報告書
で、初めて地上放送のデジタル化の方針が 2000年代前半という導入スケジュールとともに

                                                  
１ 電気通信審議会は、1994年 5月の答申「21世紀の知的社会への改革に向けて」で、2010年
までに光ファイバー網の全国整備を完了するという構想を発表、1996年 5月の答申「西暦 2000
年までの情報通信高度化中期計画」では、「地上放送については 2000年から 2005年までにデジ
タル放送の導入を図ることを目標とする」とした。1997年 6月の答申「情報通信 21世紀ビジ
ョン」では、地上放送については「2000年以前にデジタル放送が開始できるよう制度整備等を
進めることを目標とする」とし、地上デジタル放送の前倒しが盛り込まれた。 
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打ち出された。 
 1996年 10月に CSデジタル放送が開始され、1997年 5 月には、BS デジタル放送の開
始時期も 2000年を目途とすることになった。 
  1997年 3月、郵政省楠田修司放送行政局長が、「地上デジタル放送が 2000年以前に開始
できるよう、放送方式、チャンネルプランの策定、制度整備等を進めることを目標とする」

と、地上放送デジタル化スケジュールの前倒し方針を発表した。 
  郵政省は、1997年 6月から「地上デジタル放送懇談会２」（座長：猪瀬博学術情報センタ
ー所長）を開催し、同懇談会は、地上デジタル放送の円滑な導入のあり方について検討を

始めた。翌年 10 月に最終報告書を発表し、放送のデジタル化は、「放送の機能・役割を飛
躍的に向上させるものとして避けてとおれない喫緊の課題」であり、デジタル化により地

上放送は、「基幹的放送メディアとして引き続き発展することが可能」とし、デジタル化の

意義（巻末資料２）、導入のあり方、支援措置のあり方等についてまとめている。 
 デジタル放送の導入のあり方については、 
●アナログ放送からデジタル放送への全面移行とし、新規参入事業者の参入機会はアナロ

グ放送終了後とすること。 
●関東広域圏は、2000年から試験放送を開始し、2003年末までに本放送を開始、近畿・中
京広域圏は 2003年末、その他の地域は 2006年末までに本放送を開始し、アナログ放送
の終了時期は 2010年を目安とすること。 
●高精細放送をはじめとする多彩なサービスが行えるようアナログ放送と同じ 6MHz とい
う帯域を割り当てること。 
などとした。こうした基本方針に沿い、デジタル放送への移行が進められることとなった。 
 注目されるのは、アナログ放送の終了時期について、デジタル放送の普及状況などを十

分勘案して見直すこととされていた点である。見直しの条件として、受信機等の世帯普及

率が 85％以上であることと、現行アナログ放送と同一放送対象地域をデジタル放送が
100％カバーすることという 2点が盛り込まれていた。 
 

 ２ アナ・アナ変更対策費の負担のあり方 
 1998年 12月、郵政省は、「地上デジタル放送用周波数使用計画原案（全国チャンネルプ
ラン原案）」を発表した。日本民間放送連盟がこの案を検証したところ、アナ・アナ変更が

広範囲にわたって必要になることがわかった。1999年 1月、郵政省は、アナ・アナ変更対
策の影響世帯数 1000万世帯、対策経費が 474億円から 1040億円との見込みであることを
明らかにしたが、日本民間放送連盟は、郵政省に対し「1000万世帯に影響を及ぼすような
原案では検討の出発点になりえない」という意見を提出し、全国チャンネルプランの策定

は先送りされることとなった。 
  1999年 4月から 5月にかけて、デジタル化による放送の高度化に備え、テレビジョン放
送の定義を変更し、各種データ類の放送を可能とするための放送法改正案が国会で審議さ

れたが、その際にもアナ・アナ変更対策に関する質疑が活発に行われた。衆議院逓信委員

                                                  
２ 委員は、放送事業者、コンテンツ事業者、コンピュータ事業者、視聴者代表、学識者など 24
人からなる。 
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会及び参議院交通・情報通信委員会では、地域的、経済的な情報格差が生じないように十

分に配意すること等とともに、デジタル化に係る視聴者及び放送事業者の負担についての

附帯決議３が採択された。 
 1999年 9月、NHK、民間放送事業者、郵政省の 3者は、「地上デジタル放送に関する共
同検討委員会」（委員長：北川信テレビ新潟社長）を設置し、2000年４月、「地上デジタル
テレビ放送の全国親局チャンネル案」をとりまとめ、アナ・アナ変更対策について、影響

世帯 246万世帯、対策費 852億円との見込みを示し、その費用は「国が負担すべきという
のが放送事業者の一致した意見」であるとした。 
  国会においても、2000年度の NHK予算の審議が行われた衆議院逓信委員会及び参議院
交通・情報通信委員会で、政府に対し、アナ・アナ変更対策経費について公的支援のあり

方を含め検討するよう求める附帯決議４が採択された。 
 郵政省は、2000 年 8 月、2001 年度予算の概算要求で、アナ・アナ変更対策の初年度分
の経費として 152 億円を計上した。放送局の経費への国費支出はなじまないという意見も
あったが、アナ・アナ変更は、デジタル放送に先立って国が行う周波数整備事業であると

いう放送事業者の主張が受け入れられ、アナログ放送終了後に、空いた周波数帯を放送以

外の用途に転用することを条件に、電波利用料収入をアナ・アナ変更の財源とすることが

認められた。他に、国費投入に賛成の意見としては、都市と地方の情報格差をなくすため

にも国費を投入してアナ・アナ変更対策をいち早くすすめるべきというものもあった。 
  大蔵省の査定により、高収益をあげている関東・近畿の広域圏放送事業者 9 社の送信対
策経費分は、国費投入の理解が得にくいとして除外され、アナ・アナ変更初年度分の対策

費は、要求額の 152億円から 123億円に減額され、対策費の総額も 727億円となった５。 
 上記対策の費用に充てるため、2001年 6月の電波法改正により、電波利用料の使途に「特
定周波数変更対策業務」が追加され、一定の要件を満たす、アナ・アナ変更対策経費が電

波利用料で賄われることとなった。その要件とは、①アナログ放送による周波数の使用が、

周波数割当計画等の変更後 10 年以内（2011 年 7 月まで）であること、②デジタル放送が
使用する周波数の割合が、アナログ放送が使用している周波数の４分の 3以下であること、
③デジタル放送への周波数の割り当てが、周波数割当計画等の変更から 5 年以内に可能で
あること６、の 3つである。 
国会審議では、「地上デジタル放送懇談会」最終報告書にあった、アナログ放送の終了時

期の見直し条件（デジタル放送受信機等の普及率 85%、カバー率 100%）は盛り込まず、

                                                  
３ 「デジタル化への移行期間において現行アナログ放送の視聴に障害が生じた場合、その対策
に係る負担を視聴者に安易に転嫁しないよう配慮すること。また、視聴者のデジタル放送受信に

要する設備の変更等の負担を軽減するための諸施策を検討すること。」「地上放送のデジタル化

に要する放送事業者の設備投資に対し、これを支援する措置を講じること。」「第 145回国会衆
議院逓信委員会議録」第 8号 平成 11年 4月 28日、「第 145回国会参議院交通・情報通信委員
会会議録」第 11号 平成 11年 5月 18日 
４ 「第 147回国会衆議院逓信委員会議録」第 5号 平成 12年 3月 16日、「第 147回国会参議院
交通・情報通信委員会会議録」第 7号 平成 11年 3月 28日 
５ 前川英樹「地上デジタルテレビ放送『共同検討委員会』の成果と『全国協議会』の課題」『月
刊民放』2001.9, p.12. 
６ 総務省情報通信政策局放送政策課「地上テレビジョン放送のデジタル化に関する制度整備に
ついて」『月刊民放』2001.9, p.26.  
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2011年に終了時期を設定したことについて議論になった。これに対し、政府は、「地上デジ
タル放送に関する共同検討委員会」で検討を重ね、今後 10年間で全面的なデジタル放送へ
の移行が可能であるという一つの認識に立っており」、基本的な考え方は変更していない７

とし、「明確な目標期限を定めましてそれに向けて取り組むことが、デジタル放送を普及さ

せ早期に国民がデジタル化のメリットを享受できる最善の方策である」、「需要予測やテレ

ビの受信機の買い替えのサイクル等を勘案すれば、今後 10年間で国民視聴者に無理なくデ
ジタル受信機への移行に対応していただけるものと考えている」８という見解を主張した。 
「地上デジタル放送に関する共同検討委員会」は、2001年 6月に終了し、7月に、アナ・
アナ変更対策とデジタル放送の推進を目的として「全国地上デジタル放送推進協議会」が

設立された。 
 同協議会は、アナ・アナ変更対策の実施に向け、詳細な調査を行った結果、2002年 7月、
対策経費 1800億円、影響世帯数 426万世帯と算定した。増大した作業と経費を平準化する
ため、2006年までとしていたアナ・アナ変更対策の終了時期を、三大広域圏以外の地域で
は 2009年までに延期した。 
 こうした遅れのため、デジタル放送が全国でくまなく受信できるようになるのは、アナ・

アナ変更対策が完了する 2009年ごろになる予定である。対策終了前にデジタル放送波を出
すとアナログ放送波と混信するため、デジタル放送開始当初は出力を弱め、対策の進捗状

況に応じて徐々に放送エリアを拡大していくことになる。2002年 9月、デジタル放送免許
方針が確定し、12月、NHKと三大広域圏の民間放送事業者が総務省に免許申請を行った。
今後の予定は、2003年 4月頃、予備免許の交付、5月以降に試験電波の発射、12月に本放
送の開始となっている９。 
 

Ⅱ 電波利用料制度をめぐる論点 
アナ・アナ変更対策の財源とされた電波利用料は、「無線局全体のための共益的な行政事

務の全体費用（電波利用共益費用）を、受益者である免許人全体で負担する特殊な負担金

（毎年徴収）」１０である。無線局１１には様々な種類があるが（巻末 資料３「代表的な無線
局の例」参照）、無線局を運用するには、コードレス電話、PHS、無線 LAN のような例外
を除き、免許が必要である。携帯電話端末の免許は、携帯電話事業者が、個別の無線局ご

とに免許を受ける必要のない包括免許制度を利用して取得している。 
「電波利用共益費用を免許人全体で負担する特殊な負担金」と位置づけられる電波利用

料は、免許を受けたことによる経済的利益に対する課税でも、電波の利用に対する対価で

もなく、特定の無線局を対象として個別の申請処理の実費を徴収する免許申請手数料とも

性格が異なるとされる。電波法によってその使途が限定されている特定財源であるが、特

                                                  
７ 「第 151回国会衆議院総務委員会議録」第 12号 平成 13年 4月 10日 
８ 「第 151回国会参議院総務委員会会議録」第 13号 平成 13年 6月 7日 
９ 「地上デジタル放送 開始へ一斉に免許申請」『電波タイムズ』02.12.25. 
１０ 電波有効利用政策研究会『中間報告』2002.6, p.65. 電波法第 103条の 2第 2項では、「無線
局全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要する費用（…）の財源に充てるために免許

人が負担すべき金銭」と規定されている。 
１１ 受信のみを目的とするものは、無線局には含まれない。 
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別会計の新設は行われず、一般会計の中に位置付けられている１２。 
無線局の急増に伴う電波行政経費増加に対応するため、1993年 4月に電波利用料制度が
創設されて以来、徴収対象や料額の算定方法など免許人間の公平な負担のあり方をめぐっ

て議論が行われてきた。 
 

 １ 電波利用料の使途 
現在、電波利用料の使途として規定されているのは、次の 5項目である。 
① 電波の監視及び規制並びに不法に開設された無線局の探査 
② 総合無線局管理ファイルの作成及び管理 
③ 電波のより能率的な利用に資するための技術試験事務 
④ 特定周波数変更対策業務 
⑤ その他電波の適正な利用の確保に関し総務大臣が無線局全体の受益を直接の目
的として行う事務 

  1996年の電波法改正により③が、2001年の電波法改正により④が、電波利用料の使途と
して加えられている。追加されたのは、いずれも、電波の逼迫対策にかかわるものである。

電波利用料制度の創設時の当初案では、周波数資源の開発、電波の有効利用技術の開発と

いった項目も使途として規定することになっていたが、そうした項目は、現在の免許人で

はなく将来の免許人の受益であり、受益者負担の考え方になじまないとして電波利用料の

使途とはされなかった１３。 
 

 ２ 電波利用料の算定のあり方 （巻末 資料３，４） 
電波利用料額は、無線局区分ごとに電波法によって定められており、無線局単位で課金

されることが特徴となっている。無線局区分ごとの料額は、使途②の総合無線局管理ファ

イルの費用を除き、すべての無線局で均等に負担するよう決められている。一方、使途②

の総合無線局管理ファイルの費用は、無線局区分によりファイルに記録するデータ量が異

なることから、データ量に応じて配分される。区分ごとの料額の差は、この総合無線局管

理ファイルの費用の差から生じる。なお、携帯電話等に適用される包括免許無線局は、個

別に総合無線局管理ファイルに記録されないため、この費用は負担していない。つまり、

包括免許無線局の料額 540円が、全無線局が均等に負担する①、③～⑤の費用に相当する。 
電波利用料額は、3年ごとに料額の見直しが行われることになっており、3年間に必要と
見込まれる電波利用共益費用と、同期間内に見込まれる無線局数をもとに算定される１４。

電波利用料額は、電波利用の効用の大きさ、経済的価値にかかわらず、無線局単位で課金

されるため、急速に普及の進んだ携帯電話端末等の無線局の負担が著しく増大している。 
 
                                                  
１２荒井透雅「電波利用料制度の創設」『立法と調査』1992.4, pp.32-33. 
１３同上, p.33. 
１４ 1996年と 1999年に一部の区分の料額の引き下げが行われた。2002年には料額の変更は行
われなかった。総務省「電波利用ホームページ」

<http://www.tele.soumu.go.jp/j/fees/sum/calc.htm> 
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 ３ 電波利用料の徴収対象 
 電波利用料の徴収対象は、原則として免許を受けている全ての無線局である。しかし、

その例外として、国及び一部の独立行政法人の無線局については、歳入、歳出先が同じで

あり事務の煩雑化を招くことから適用除外となっている。また、地方公共団体の消防、防

災無線についても、利用目的の公共性から電波利用料の減免が行われている。一方、経済

団体からは、電波利用料制度の趣旨から、利用目的の公共性を理由に例外を設けることに

対する不満が表明されている１５。 
 

 ４ 今後の検討課題 
電波利用料の問題点を整理すると、まず、これまでみてきたような算定基準によって計

算された電波利用料額が、免許人の受益に見合った負担となっているのか、免許人間の負

担のバランスはとれているのかという点があげられる。 
電波の逼迫対策が緊急の課題となる中で、現在、電波政策についての議論が、情報通信

審議会電波政策特別部会や電波有効利用政策研究会を中心に活発に行われているところで

あり、電波利用料のあり方についても、重要な検討課題の１つとなっている。現在の電波

利用料の算定基準では、電波の利用効率を高め、多数の無線局の利用を可能にすればする

ほど、電波利用料の負担が重くなるという問題点も指摘されている。こうした問題に対応

するために、無線局単位の課金ではなく、占有帯域幅、送信出力等に応じた課金に改める

べきという意見が、電波有効利用政策研究会に寄せられている１６。 
また、同研究会では、電波の経済的価値に見合った対価を徴収する、電波使用料制度の

導入についても検討されている。これは、電波使用料を課すことにより、電波の非効率な

利用を排除し、電波の有効利用を促進するという考え方に基づくものである１７。 
 

Ⅲ 電波利用料額の見直し案をめぐる論点 
  2002年 11月 21日、総務省は、電波利用料額の見直し案１８を発表した。見直し案では、
携帯電話事業者等と比較して負担が小さいと指摘されてきた放送事業者に対し、デジタル

                                                  
１５「93年度からの電波利用料、導入を巡り混乱」『日経コミュニケーション』1992.3.16, p.27、
総務省総合通信基盤局「『電波有効利用政策研究会』最終報告書（案）に対して提出された意見

の要旨及びこれに対する研究会の考え方」2002.12, p.23. 
<http://www.soumu.go.jp/s-news/2002/021225_2.html#betu3> 
１６同上, pp.23,24.郵政大臣の私的懇談会である電波政策懇談会が 1991年に電波利用料制度導入
の検討を提言した際には、免許人が占有する周波数帯域や空中線電力（電波の出力）、利用時間

などをもとに、免許人の電波の利用状況に応じて電波利用料額を算定する方式がとられていた。

「93年度からの電波利用料、導入を巡り混乱」『日経コミュニケーション』1992.3.16, p.26. 
１７総務省総合通信基盤局 『電波有効利用政策研究会第一次報告書』2002.12, pp.60-61. 
<http://www.soumu.go.jp/s-news/2002/021225_2.html> 
１８ 「放送事業者に対する電波利用料の見直し案に係る意見照会の実施等について」（報道資料）
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化が完了するまでの期間（2003年から 2010年の 8年間）に限り年 30億円の追加負担を求
めている。追加負担分とこれまでの負担（2001年度は約 4.8億円）をあわせて、放送事業
者の負担は、これまでの７倍以上となる１９。 
  総務省が行った見直し案についての意見照会では、日本民間放送連盟は、「到底納得のい
くものではない」としながらも、「通信事業者の電波利用料負担と比較して、放送事業者の

負担割合が極めて低いことも事実であり、今後のデジタル化を他の無線利用事業者と協力

して円滑に進めていくことを考えれば、適正な範囲での見直しはやむを得ない措置である

と考える」とした。総務省は、意見照会の結果２０を、概ね理解が得られたと評価している。 
  しかしながら、寄せられた意見の中には、見直し案の考え方について問題点を指摘して
いるものもある。指摘された問題点をまとめると、主に 
① 追加負担の論拠 
② 追加負担額の算定方法（出力による区分） 
③ 電波利用料制度そのものの見直しの必要性（放送事業者と移動通信事業者等の負担のバ
ランス） 
の３点である。 
 

 １ 追加負担の論拠 
まず、見直し案では、追加負担の根拠として、アナ・アナ変更対策期間中、デジタル放

送に加え従来のアナログ放送も継続して運用できるということを挙げている。この点につ

いて、デジタル放送開始後もアナログ放送を継続することは、「視聴者保護の観点から、放

送事業者の義務であり視聴者に対するサービスの当然の保証であって、放送事業者にとっ

て新たな受益が発生するものではない」（NHK）、「二重の設備投資を強いられるため、経営
的には重い負担となる」（日本民間放送連盟）、「『あまねく普及』との行政指導のもと、わ

ずかな世帯数しかない地域に設置してきた『小規模中継局』は『受益』の対象とならず負

担の対象から除かれるべき」（大分放送）等の意見が寄せられている。 
 

 ２ 追加負担額の算定方法 
  次に、放送局の出力別に追加負担額を算定した点について、放送局を大規模局、中規模
局、小規模局の 3つの区分に分け、大規模局にあたる関東広域圏の NHK、民放キー局の親
局は 3億 1000万円、中規模局は 8万 3000円、山間僻地の集落などごく狭い地域を対象と
する小規模局は 620 円とするなど、「ローカル放送局の負担に一定の配慮がされている」
（日本民間放送連盟）と評価する意見もあるが、「放送事業者の事業規模等についても考慮

すべき」（NHK）、3区分の格差が「桁外れの数値」となっており、「これまで送信出力で差
がなかった電波利用料の体系そのものを変更せず、このような料額案にすることは合理的

                                                                                                                                                  
2002.11.21 <http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/pressrelease/200211.html> 
１９「電波利用料 アナログ変更経費増受け 放送全体で 7.5倍の負担増」『民間放送』2002.11.23、
「放送電波利用料を引き上げ」『電波タイムズ』2002.11.25 
２０ 総務省 「放送事業者に対する電波利用料の見直し案に係る意見照会の結果」（報道資料）
2002.12.24<http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/pressrelease/joho_press.html> 
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なのか、疑問である」（テレビ東京）という意見が寄せられた。 
  こうした意見について総務省は、「現行の電波利用料制度は、無線局が共益的な電波行政
事務から受ける受益の程度に基づき応分の負担を求める制度」であり、「公共性、地形的、

経済的な要素を考慮するためには、制度全体の見直しが必要となることから、中期的な課

題」となると回答している。 
 

 ３ 電波利用料制度そのものの見直しの必要性 
 また、電波利用料制度そのものについて見直しを行わずに、電波利用料の使途の一部で

あるアナ・アナ変更対策についてのみ負担のバランスを見直している点について、他の使

途についても、負担のバランスを見直すべきという意見や、電波の利用効率を考慮しない

電波利用料の算定方法の見直しを求める意見（(株)鷹山）、今回の見直し案をもってしても
「依然として携帯電話事業者及び PHS事業者における電波利用料の負担率が高い。免許人
間の公平性の実現に向けてさらなる電波利用料制度の見直し」を求める意見２１（Jフォン）
が寄せられた。 
 

Ⅳ 地上放送デジタル化費用負担の影響 

 １ 放送事業者の経営への影響 
デジタル化のために見込まれる投資額は、NHKと民放 127社合わせて 1兆円にのぼると
いわれている２２。広告市場の拡大が望めない中で、デジタル化投資を回収することは難し

く、とりわけ、経営規模の小さいローカル局にとっては、1社あたり 50億円にも及ぶとい
われるデジタル化投資が今後の経営を圧迫することが予想されている２３。 
アナ・アナ変更対策と異なり、デジタル化費用の調達は、ローカル局といえども放送局独

自の経営判断により行われ、国による支援策としては、デジタル放送用施設の整備支援を定

めた「高度テレビジョン放送施設整備促進臨時措置法」により、税制上及び金融上の支援措

置２４が行われている。 
放送事業者によるデジタル化投資額の圧縮のための試みもなされている。NHKと民放各
社は、2002年 5月に『地上デジタル放送用送信設備共通仕様書』をまとめたり、中継局を

                                                  
２１ この意見は、2002年 11月に発表された『電波有効利用政策研究会最終報告書（案）』に対
して寄せられたものである。<http://www.soumu.go.jp/s-news/2002/021119_3.html> 
２２ 「デジタル放送移行の難問 膨大な設備投資コストの軽減策 NHKと民放が大同した共同
作戦へ」『New Media』2002.12. 
２３ 詳細は、みずほコーポレート銀行「多メディア時代の放送産業の成長戦略」『みずほ産業調
査』2002.8, pp.1-81、「地上波放送ディジタル化の道 民放キー局 走りながら考える収益源開拓
のシナリオ HDTVだけでは限界、モバイルなどに期待」『日経ニューメディア』2002.10.28, 
pp.10-11、「地上波放送ディジタル化の道 在阪準キー局 2チャンネル体勢で描く成長シナリオ 
各社に温度差、競争構図は新段階へ」『日経ニューメディア』2002.11.11, pp.10-11、鈴木祐司
「2010年ローカル放送局の未来」『Aura』2002.6, pp.2-5、木村幹夫「地上デジタル放送（テレ
ビ）の経営シミュレーション」『月刊民放』1998.6, pp.24-29等を参照。 
２４ 関東・近畿広域圏事業者は、支援の対象とはなっていない。 
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共同建設するなどコスト削減の努力を重ねており、NHKは、約 1000億円の設備投資を圧
縮できる見込みとなった２５。 
 また、ローカル局の経営基盤の強化を図ることなどを目的とし、マスメディア集中排除

原則の緩和が検討されており、同一ブロック内で、放送エリアが隣接している場合は、2局
の合併や他局を完全子会社化することを可能とする方向で、検討が進められている２６。こ

の集中排除原則は、多様な言論を確保するため、特定の者が複数の放送局を支配すること

を禁止するもので、地上放送の場合は、他の放送局に対する出資を、放送エリアが重複す

る場合は 10％以下に、重複しない場合は 20％以下に制限している。 
 

 ２ デジタル難視聴問題 
アナログ放送では、50 年という歳月をかけて全国放送網を築いてきた。一方、デジタル
放送は、現在のアナログ放送と同程度の放送エリアカバー率を、2011年 7月までという短
期間に達成しなくてはならない。特に、地理的条件が厳しく、放送市場の小さい、岡山・

香川地区や長崎地区などでは、現行のアナログ放送視聴世帯をカバーすることは難しいと

言われている２７。 
「地上デジタルテレビジョン放送局の免許方針」２８には、デジタル放送の普及への配慮

として、親局の申請時に中継局の建設計画を策定し、アナログ放送終了までのできるだけ

早い段階で、アナログ放送と同等の区域で放送が可能となるように努めるという項目が盛

り込まれている。中継局の局数が多い等、特殊な事情を有する地域について、総務省は、「地

域事情が異なることには配意する」とし、放送対象地域内世帯の 70％以上を放送区域とす
る計画の策定を求め、「中継局の置局が促進されるよう適切に対応していきたい」２９として

いる。しかし、いかにアナログ放送と同等のデジタル放送エリアを達成するのか、具体的

方策は見えていない。 
解決策として、最近注目を浴びているのが、自治体によって設置される光ファイバー

（FTTH）などのインフラを活用して提供する通信・放送統合型サービスである。難視聴対
策用のケーブルテレビ網を光ファイバーに張り替え、WDM（波長分割多重）技術を使い、
インターネット接続とともに多チャンネルのテレビ放送を提供する地方公共団体も現れて

いる３０。NHK の海老沢会長は、「地上デジタル放送を短時間であまねく普及させていくた

                                                  
２５ 「新春対談 海老沢勝二 NHK会長 地上デジタル元年に思う」『電波タイムズ』2003.1.6 
２６ 「民放地方局同士の経営統合『持ち株会社』容認」『読売新聞』2003.1.23、「『集中排除』
大幅緩和で一致」『電波タイムズ』2002.12.13. 
２７ 「地上波放送ディジタル化の試練現地ルポ④岡山・香川地区 生き残りをかけた合従連衡の
模索始まる “ディジタル難視聴世帯”の対策も必要に」『日経ニューメディア』2002.3.18, 
pp.10-11、「地上波放送ディジタル化の試練現地ルポ⑤長崎地区 周波数不足など“三重苦”の
打開を模索 隣接３県と共同で 2006年の開始目指す」『日経ニューメディア』2002.3.25, 
pp.10-11. 
２８ 報道資料 2002.9.27 <http://www.soumu.go.jp/s-news/2002/020927_1.html> 
２９ 「地上デジタルテレビジョン放送の開始に向けた関係省令等の整備に関する意見募集の結果
（意見に対する総務省の考え方）」（報道資料）2002.9.18 
<http://www.soumu.go.jp/s-news/2002/020918_3.html> 
３０ 「『ブロードバンド放送』の影響力 配信サービスとの違いは？通信料の値下げを促すか」
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めには、通常の送信設備の整備に膨大な経費が必要となる地域で、光ファイバーなど、新

しい技術を活用することが必要」３１と発言している。また、こうしたサービスは、都市部

の高層建築等による難視聴問題の解決策としても期待されている。 
 

おわりに 
  2011 年のアナログ放送停止というスケジュールが決定した 2001 年の電波法改正の際に
は、アナ・アナ変更対策はデジタル放送開始時には終了していると想定されていた。しか

し、アナ・アナ変更対策業務の規模や費用が膨れ上がったことから、当初の予定より遅れ、

アナ・アナ変更対策の完了は、三大広域圏で 2006年、その他の地域で 2009年にずれ込む
ことが見込まれている３２。 
  こうした遅れに対して、総務省は、三大広域圏は 2003年末、その他の地域は 2006年末
までにデジタル放送を開始し、2011年 7月にアナログ放送を停止するという基本スケジュ
ールは変更しないとしている。 
  しかしながら、実際にデジタル放送を視聴できる環境となってからアナログ放送の停止
までの期間が短い地域では、円滑なデジタル放送への移行に支障が出ることが懸念される。

国民への周知をいかに徹底し受信機等の普及を促進するか、デジタル難視聴問題をいかに

解決するか、地上放送デジタル化の完了までには難問が山積しているといえよう。 

                                                                                                                                                  
『日経コミュニケーション』2003.1.20, pp.76-83、「地上波放送 ディジタル化の道 最終回 
通信業界 FTTHで通信との統合サービスを実現 先行するNTTグループ、難視聴対策に活路」
『日経ニューメディア』2002.12.2, pp.10-11. 
３１ 「新春対談 海老沢勝二 NHK会長 地上デジタル元年に思う」『電波タイムズ』2003.1.6 
３２ 「三大広域圏全域でのディジタル地上波放送開始は 2006年度以降、総務省が方針」『日経ニ
ューメディア』2002.8.5, p.5. 
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資料１：アナログ周波数変更対策業務 
送信（放送局）側 受信（視聴者）側 
① アンテナ等の交換・調整  
② 放送機器の交換・調整 

①テレビのチャンネル再設定 
②アンテナの取り替え 
③アンテナ方向の変更 
④アンテナの高性能化 
⑤ブースター（受信電波を増幅）の追加又は取り替え 
⑥フィルター（隣接チャンネル波による障害除去）の追

加又は取り替え 
 
受信（視聴者）側の受信対策の例 
個人住宅 (1) ②③*  (2)① 
集合住宅 (1) 管理組合又は集合住宅所有者等による②~⑥* 

(2) 住民による① 
難視共聴施設で視聴 (1)管理組合又は施設の所有者等による②~⑥* 

(2)住民による① 
CATVに加入 (1)CATV事業者による②~⑥* 
*②～⑥の対策は、地域によっては必要な対策。いずれかの対策で十分な地域と、複数の対策を

組み合わせる必要のある地域がある。 

(出典)総務省「電波利用ホームページ(アナログ周波数変更対策業務)」 

<http://www.tele.soumu.go.jp/j/fees/purpose/change.htm>及び「動き出したアナアナ変更②」『電

波タイムズ』2002.12.4 より作成 

 
資料２：地上放送デジタル化の意義 
視聴者にとってのメリット 

①高品質な映像・音声サービスの享受 

②チャンネルの多様化の実現 

③テレビ視聴の高度化が可能 

④高齢者・障害者にやさしいサービスの充実 

⑤安定した移動受信サービスが可能 

 

放送事業者にとってのメリット 

①多彩な放送サービスの提供によるビジネス

チャンスの拡大 

②番組制作の多様化・効率化の実現 

③省エネルギー化の実現 

④放送番組ソフトのマルチユース化への寄与 

⑤視聴者との一体化 

 

機器製造業者・放送番組ソフト制作業者にとっ

てのメリット 

①デジタル受信機市場の拡大 

②LSI、液晶、プラズマディスプレイ等新デバイ

スの需要拡大 

③放送番組制作需要の増大 

④放送番組の国際市場進出機会の拡大 

 

社会的意義 

①視聴者主権を確立し、新たな放送文化の創

造に貢献 

②経済構造改革に貢献 

③国際的な相互理解と相互信頼の増進に貢献

④高度情報通信社会におけるトータルデジタル

ネットワークの完成 

⑤電波の有効利用の促進に貢献 

 

経済波及効果  10 年間で約 212 兆円 

雇用創出効果  10 年間で約 711 万人 

将来の放送関連市場（2010 年時点）約 35 兆円

(出典)『地上デジタル放送懇談会報告書』1998.10 

 <http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/pressrelease/japanese/housou/981026d701.html> 
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資料３：電波利用料額 

 

無線局の区分 電波利用

料（年額） 
代表的な無線局

の例 

１ 移動する無線局（３の項から５の項まで及び８の項に掲げる無
線局を除く。２の項において同じ。） 

600円 ・パーソナル無線 
・陸上移動局 

・船舶局 

２ 移動しない無線局であって、移動する無線局又は携帯して

使用するための受信設備と通信を行うために陸上に開設するも

の 
 （８の項に掲げる無線局を除く。） 

5,500円 ・基地局 
・無線呼出局 

・海岸局 

３ 人工衛星局 
 （８の項に掲げる無線局を除く。） 

24,100円 ・通信衛星 
・放送衛星 

４ 人工衛星局の中継により無線通信を行う無線局 
 （５の項及び８の項に掲げる無線局を除く。） 

10,500円 ・地球局 

５ 自動車、船舶その他の移動するものに開設し、又は携帯して

使用するために開設する無線局であって、人工衛星の中継によ

り無線通信を行うもの  
（８の項に掲げる無線局を除く。） 

2,200円 ・船舶地球局 
・航空機地球局 

・携帯移動地球局

６ 放送をする無線局 
 （３の項及び７の項に掲げる無線局並びに電気通信業務を行う
ことを目的とする無線局を除く。） 

23,800円 ・テレビ放送 
・ラジオ放送 

７ 多重放送をする無線局 
 （３の項に掲げる無線局を除く。） 

900円 ・文字多重放送 

８ 実験無線局及びアマチュア無線局 500円 ・実験局 
・アマチュア局 

９ その他の無線局 16,300円 ・固定局 
１０ 上記区分にかかわらず、電波法第２７条の２に定める包括

免許における特定無線局 
540円 ・携帯電話 
・MCA移動局 

・衛星携帯電話 

(出典)：総務省「電波利用ホームページ（電波利用料額表）」 

<http://www.tele.soumu.go.jp/j/fees/sum/money.htm> 
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資料４：電波利用料の区分別歳入割合 

 

無線局区分 
代表的な 

無線局の例 
1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 

包括免許 携帯電話 73.0% 79.3% 82.7% 85.3% 

6の項 放送局 1.2% 1.1% 1.0% 0.9% 

1～5、7～9の項 その他 25.9% 19.6% 16.3% 13.8% 

総額  370.1億円 356.8億円 408.6億円 449.5億円 

 

四捨五入のため合計が合わない場合あり。 

(出典)総務省「電波利用ホームページ（電波利用料の区分別収納済み歳入額の推移）」より作成 

<http://www.tele.soumu.go.jp/j/fees/account/change.htm> 
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